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はじめに 

３月１日、2018 年卒業予定者の新卒採用活動が解禁され、大手企業を中心に各社のエントリー

受付や企業説明会の開催がスタートした。1980 年代後半のバブル期、2000 年代半ばの好況期に続

く「超・売り手市場」とされる現在の就職／採用活動。短期的な求人状況の好転だけでなく、少

子化に伴う若年層の減少も重なり、一部では「採用氷河期」が到来しているとも言われている。 

特に中小企業や地方企業では人材確保が大きな経営課題に浮上。先にまとめた「2017 年度の雇

用動向に関する長野県内企業の意識調査」では、今年度正社員の採用予定が「ある」と回答した

企業は 69.1％と約７割に達し、リーマン・ショック後最高を記録したが、「必要な人材が確保でき

ない」とする声も強くなっている。 

帝国データバンクでは今回、企業の人材採用に関する取り組み状況や求める人材像に関する調

査を実施した。調査期間は２月 15 日～28 日。本調査はＴＤＢ景気動向調査 2017 年２月調査とと

もに行っている。調査対象は全国２万 3804 社、長野県 506 社、有効回答企業数は全国１万 82 社

（回答率 42.4％）、長野県 223 社（同 44.1％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別企画：人材確保に関する長野県内企業の意識調査 

求めるのは意欲的で、コミュニケーション能力の高い人材

人材確保のため新たな取り組みを実施している企業は 75.3％ 

調査結果（要旨） 

■県内企業の４分の３が人材確保のため新たな取り組みを実施 

より良い人材を採用するために、2016 年４月以降新たな取り組みを「実施している」企

業が 75.3％と４分の３を超え、「何もしていない」の 23.3％を大きく上回った。「実施して

いる」と回答した企業の構成比は、企業規模が大きくなるに連れ高くなっている。 

■新たに始めた取り組み、「賃金体系の見直し」が最多 

  新たに始めた取り組み内容（複数回答）のうち、選択率が最も高かったのは「賃金体系

の見直し」（43.5％）。以下、「就業制度の充実（時短勤務やフレックスタイム制、有給休暇

時間取得など）」（25.6％）、「採用情報の発信（人材紹介会社の活用、求人広告への出稿な

ど）」（21.4％）の順。人材確保のための取り組みは多岐にわたっている。 

■求める人材像、「意欲的である」を選択した企業が約半数 

  求める人材像を複数回答で尋ねたところ、「意欲的である」を選択した企業が 49.8％と

ほぼ半数に達した。「コミュニケーション能力が高い」（40.8％）、「素直である」（35.0％）

を選択した企業も多かった。 
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１．「大企業」の 82.1％、「中小企業」の 73.9％が新たな取り組みを実施 

帝国データバンクが先頃まとめた「2017 年度の雇用動向に関する長野県内企業の意識調査」に

おいて、今年度「採用予定がある」と回答した企業の構成比は２年連続で増加して 69.1％となり、

リーマン・ショック後の最高水準を更新した。一方、「採用予定はない」は 22.9％にとどまり、５

年連続で減少。現実的な人手不足に加え、将来にわたる事業の安定的な継続も視野に入れ、企業

は採用意欲を徐々に高めている。 

今回の調査で企業に対し、より良い人材を採用するために 2016 年４月以降で新たに取り組み始

めたことがあるかどうかを尋ねたところ、「何もしていない」は 23.3％（52社）にとどまり、「実

施している」が75.3％（168社）と４分の３を超えた。全国の調査結果は、「実施している」が72.2％、

「何もしていない」が 26.2％。「実施している」は長野県が全国を 3.1ポイント上回っている。 

「実施している」県内企業を規模別にみると、「大企業」が 82.1％、中小企業が 73.9％、「（中

小企業のうち）小規模企業」が 62.5％。規模が小さいほど構成比は低くなり、「大企業」と「小規

模企業」の間には 19.6ポイントと 20ポイント近い差が生じている。主要業界別では、「サービス」

の 86.4％、「製造」の 78.4％、「建設」の 74.1％、「卸売」の 67.3％が「実施している」と回答。

昨今、特に人手不足感が強いとされる「サービス」が最も高く、最も低い「卸売」を 19.1ポイン

ト上回った。 
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２．新たな取り組みとして「賃金体系の見直し」を選択した企業が約半数 

前段で、「新たな取り組みを始めた」と回答した企業 168 社が具体的に行っている内容として、

最も多かったのは「賃金体系の見直し」で 43.5％（73社）。以下、「就業制度の充実（時短勤務や

フレックスタイム制、有給休暇時間取得など）」（25.6％、43 社）、「採用情報の発信（人材紹介会

社の活用、求人広告への出稿など）」（21.4％、36 社）と続いている（複数回答）。構成比が 10％

以上となったのが９項目に達す

るなど、人材確保のために各社が

様々な取り組みを行っているこ

とが窺える。なお、全国調査でも

上位３項目は長野県と同じく「賃

金体系の見直し」（46.6％）、「就

業制度の充実」（23.5％）、「採用

情報の発信」（21.3％）だった。 

なお、弊社が３月にリリースし

た「2017 年度の賃金改善に関する

長野県内企業の意識調査」による

と、今年度正社員の賃金改善を見

込む企業が 60.1％と調査開始以

来最高を記録。また、賃金を改善

する理由としては「労働力の定

着・確保」が 78.1％と突出して高

くなっていたが、こうした状況は

今回の調査結果とも共通してい

る。 
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３．必要なのはやる気があって、意思疎通が円滑にできる人材 

人材採用を積極化している企業だが、具体的にどのよう

な人材を求めているのだろうか。３つまでの複数回答で尋

ねたところ、「意欲的である」（49.8％、111 社）が半数近く

に達し最多、「コミュニケーション能力が高い」（40.8％、

91 社）も４割超えた。求める人材像は広範囲に及んでいる

が、総じて企業はやる気があって、周囲との意思疎通が円

滑にできる人材を求めている。全国でも「意欲的である」

（49.0％）が最も多く、上位の項目は長野県とほぼ共通し

ている。 

なお、求める人材像を「意欲的である」などの『能動型

人材』、「コミュニケーション能力が高い」などの『協働型

人材』、「専門的なスキルを持っている」などの『地力型人

材』、「創造性がある」などの『変革型人材』の４類型に区

分すると、『能動型人材』が75.8％、『協働型人材』が74.0％

と突出して高く、『地力型人材』は 37.7％、『変革型人材』

は 27.8％だった。 

 

まとめ 

弊社が今年行った賃金動向や雇用動向などに関する調査で、人手不足が深刻化している状況が

明らかとなっていたが、今回の調査でもそれは裏付けられた。より良い人材を採用するために新

たな取り組みを「実施している」と回答した県内企業は 75.3％。４分の３を超える企業が、人材

確保に向け具体的に動き始めており、その内容は「賃金体系の見直し」が最も多く、選択した企

業は 43.5％に達した。一方、求める人材像は「意欲的である」（49.8％）、「コミュニケーション能

力が高い」（40.8％）が特に高く、専門的なスキルなどよりもやる気があり、周囲と意思疎通でき

る点を重視している。 

今後も強くなることが予想される労働需給の逼迫感。人材育成に要する時間や費用に対する負

担感を訴える企業、派遣社員の活用や省力化投資の必要性が高まると指摘する企業もある。一方、

受注機会の逸失を避けるためだけでなく、働き方改革の進展によっては余裕のある人員体制が必

要となる可能性も否定できず、すべての企業にとって人材確保が長期的に重要課題であり続ける

のは間違いなかろう。 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

【内容に関する問い合わせ先】  

株式会社帝国データバンク 松本支店 担当:奥原 

TEL 0263-33-2180  FAX 0263-35-7763 


